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           組織論に関する一考察

一コンティンジェンシー理論からポスト・コンティンジェンシー理論へ一

松野台悟＊

  A Consideration on the Organizational Theory:

From the Contingency Theory to the Post-Contingency Theory

Seigo MATSUNO＊

Absセact

In recent years， it is said that a new stage is coming in research on the Organizational Theory.  Thnugh

the argument of the Contingency Theory in the 197be， a series of research called the Post-Contingency

Theory appears and is being developed from the 1980s to the 1990s.  In this note， we have reconsidered

the Contingency Theory; analyzed the significance and the problem in detaiL and elucidated the pr(rcess of

the shift from the Contingency Theory to the Post-Contingency Theory.  Also， we have tried to exatnine

the theory of Organizational Cognition notined as a central theory in research on the Post-Contingency

The・彫in relevan・e with the Self・Orga血ing The噂lt presentS a new per81rective f・r understanding

organizational phenomena，

1. はじめに

 組織の行動・構造・変動を説明し，解釈することを目

的としている組織論1)は，経営学においてきわめて中心

的位置にある. また，経営学の成立の当初から基礎理論

ともいうべき役割を一貫して担っており，それは今日に

おいても不変である. 企業経営を対象とする経営学にと

って，その主体である組織とその基本問題の解明は不可

欠であると考えられるからである. 

 組織論研究はその対象の拡大と分析視角の増大につれ

て，社会学・心理学・政治学・経済学，さらには文化人

類学や認知科学といったおよそ関連するあらゆる領域か

ら研究成果を積極的に導入することによって発展してき

たが，それにとどまらず，組織論研究自体の成果が他の

学問に影響を与えるようになってきていることを指摘し

ておかねばならない. 

 しかし，このような一見学際的な(hlterd㎞plinaly)

組織論研究は，確かに個々の理論の精緻化をもたらし，

説明力を高めはするものの，組織論の全体を見通すのに

困難なまでに研究を多元化させているのも事実だろう. 

＊宇部工業高等専門学校経営情報学科

現在主張されている主たる研究のアプローチは実に多種

多様であり，一定の組織現象の説明を志しているにもか

かわらず，それぞれに独自性を発揮しながら特異な展開

をみせている. そこでは，それらを統一的に整序し得る

理論はないのではないかと思われるほどジャングル的様

相を呈しているのであるb. したがって，これらの研究

は，いくつもの研究領域が有機的に連携し，融合しあう

学際的な研究であるというよりも，むしろ・‘断片的な独

自の分析や議論の寄せ集め''と形容された方が適切であ

るかもしれない. 

 このような組織論研究に近年，様々な新しい動きが表

れており，新たな段階を迎えているといわれるenが，こ

こでは次の点に注目したい. すなわち，組織の見方の問

い直しである. 1970年代のコンティンジェンシ・・一・・理論の

議論をへて，1980年代から1990年代にかけてポスト・

コンティンジェンシー理論と呼ばれる一連の諸研究が展

開されてきている. 筆者が指摘したいのは，そこでは「組

織認識」あるいは「組織認知」の問題が中心的関心の一

つとして注目されていることである4). このことは，組

織をどのように見，取り扱うのか，組織とは何かについ

て新しい視点からの再検討の必要性を示唆するものであ

り，それはつまり，組織論とは何かを自己反省する試み
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であるともいえよう. また，このことは近年，科学の全

領域について近代の思考(モダニズム)を批判的に再検

討しょうとする傾向，さらに近代科学の限界を指摘し，

それを超克しようとする動きと決して無縁ではないと筆

者には思われるのである. 

 そこで本稿では，コンティンジェンシー理論の再検討

をおこない，その意義と問題点を詳しく分析し，コンテ

ィンジェンシー理論からポスト・コンティンジェンシー

理論への移行過程を明らかにしたい. なぜなら，そのこ

とにより，今日の組織論研究のジャングル的状況のなか

で，「組織認識」の問題がなぜ注目されつつあるのか，ま

た，それに至った経緯を明らかにすることができると筆

者は考えるからである. さらに，「組織認識」の視点から，

ポスト・コンティンジェンシー理論の現状，動向につい

て，分析，検討を試みたい. 

皿. コンティンジェンシー理論

 1960年代後半から1970年代，従来の組織論研究にエ

ポック・メイキングな影響を与えたのが，ほかならぬコ

ンティンジェンシー一・・(oon血gency;条件適合)理論であ

った. コンティンジェンシー理論とは，きわめて簡潔に

いえば，組織特性は環境に依存(◎ontingent upon)する，

というものであるbl. したがって，さまざまな環境的条

件のもとで，どのような特徴を持った組織が有効かを，

理論的，実証的に探ろうとする調査研究が数多くおこな

われたのである⑤. その先駆的研究として，バーンズ＝

ストーカー(T. Burns＆G. M. Stalker)をあげることが

できよう. 

 コンティンジェンシー理論は，タビストック学派の社

会一技術システム論(soedo・te(imical system theory)o

にその直接の源流を持つが，バーンズ＝＝ストーカーは，

技術・市場条件と企業の管理システムとの相互関係を明

らかにしょうとした. 彼らは，エレクトロニクス計画に

参加したスゴットランドの15の企業の職場組織の研究

から，比較的安定した生産技術・市場環境のもとでは，

責任や権限階層が明確に規定された，官僚制的な「機械

的管理システム(meChan団。 system Of manage-

ment)」が，不安定で変化に富む環境のもとでは，規則

が少なく自由なコミュニケーションを重視する「有機的

管理システム' (organic system af management)」がそ

れぞれ適合する(有効である)，というコンティンジェン

シー理論の古典的命題を提示したのであるS. 

 同様の関係は，ウッドワード(」. WOo(lward)による

サウス・エセックス地方の製造業100社を対象とした実

証研究でも，組織構造と生産技術のあいだで発見された. 

 すなわち，彼女は，単品・小バッチ生産と装置生産の

企業では有機的組織構造が，大規模バッチおよび大量生

産の企業では機械的組織構造がそれぞれ支配的であり，

さらに，それらの組織構造と企業業績には正の相関があ

ることを指摘したのであるm. 

 また，ローレンス＝ローシュは，企業組織内の「分化

(dilferentiation)」と「統合(integration)」を主要概念

として，組織の業績と分化と統合の程度，および環鏡の

不確実性についての研究をおこなった. 

 ここで，「分化」とは，異なる部門に所属している管理

者のあいだでの態度や行動の差異，すなわち，特定目標

志向性，時間志向｛ilk，対人志向性の三つのタイプ，及び

公式の構造の差異で表され，「統合」とは，各部門間の相

互依存性を処理するための協働の質を表しており，目的

を達成するプロセスと達成するための組織的手段を含む

概念である. 

 彼らは，環境・技術そして市場条件などが異なる三つ

の産業を対象として，アンケートと面接による実証研究

をおこない，環境:の不確実性の高いもとで高業績の企業

は高度な分化と統合を同時に達成しており，逆に，相対

的に安定した不確実性の低い環境のもとで高業績の企業

は，分化の程度は比較的小さく統合の割合は高いことを

明らかにしたのである10r. したがって，タスク環境の不

確実性が組織構造と組織過程の有効性を条件づけるもの

として理解することができよう. 

 ここで筆者が指摘したいのは，分化と統合の同時極大

化11)，さらに正確にいえば，''分化に応じた統合''が環境

適応性の高い組織をつくるという命題をこの研究が提示

したと考えられることである. この「分化」と「統合」

の概念は，以下の情報処理モデルにおいて，組織におけ

る情報処理の構造と過程を記述するための概念として解

釈することが可能であると思われる. 

 以上のようなコンティンジェンシー理論の分析枠組み

の理論的な基盤となったのは，ガルブレイス(」. R. 

(lalbraith)の組織の情報処理モデルであるIM. この情

報処理モデルとは，コンティンジェンシー・一理論にもとつ

く分析結果の事後解釈を意図した概念の枠組みであり，

マーチ＝サイモン(」. αM舳＆HA. Simon)の認知

限界1＄の前提を継承して，幽組織を情報処理活動という視

点からとらえようとするものである. 

Res.  Rep.  of Ube National Coll.  of Tech.  No.  43 March 1997
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 ここで，情報処理とは，外界の情報を取り入れ，伝達

し，それをもとに意思決定をおこない，その結果を組織

の内外に伝達するプロセスのことであり，組織は処理す

べき情報量を削減するか，より多くの情報を処理する能

力を増幅するか，のいずれかによって不確実性，つまり，

タスクを遂行するために必要な情報量と組織がすでに持

っている情報量との差に対処すると考えられる. 

 したがって，組織は環境の生みだす多様性(情報負荷)

を削減するために最小有効な多様性(情報処理能力)を

内部に構築しなければならないといえ，その意味で，組

織が直面する不確実性の程度に応じて組織デザインの方

策を選択することで環境に適応していく(有効性と効率

性を維持する)組織デザイン論が提唱されたと理解する

ことができるのである. 

 さて，このようなコンティンジェンシー理論の基本的

な視点や特徴として，以下のことが考えられよう14》. 

 ①相対主義

 従来の組織論研究の多くが，どのような状況(環境)

のもとでも普遍的に有効な組織構造と組織過程が存在す

るという普遍主義(universalism)に立脚していた(あ

るいは，それを追求していた)のにたいして，コンティ

ンジェンシー理論は相対主義の分析視点に立ち，環境，

技術，規模など，さまざまな条件のもとでどのような組

織構造と組織編成が最適かを明らかにしょうとした. す

なわち，企業組織の内部状態，プロセス，外部環境はそ

れぞれ異なっていることから，まさに，組織構造づくり

の「唯一最善の方法(only one best way)はない」とい

う言葉に，特徴づけられるのである. 

 ②機能主義と客観的な結果の重視

 コンティンジェンシー理論は，ある組織構造や組織過

程がどのような意図で生みだされたかではなく，それら

が組織の生存にとって重要な機能をどの程度果たすこと

ができるかという側面に着目した. つまり，組織におけ

る制度や行為の主観的な意図，意味ではなく，それらの

客観的な結果，機能に注目したのである1bl. コンティン

ジェンシー理論は，行為者(組織構成員)の意思，主観

的な意図を超越して働くマクロ的な歯応を前提にしてい

たといえ(以下の③)，組織構造や組織過程は，この脚力

の要請に合致するように決められなければならないと考

えられたのである. このような機能主義的な分析視角を

とることによって，コンティンジェンシー理論は豊かな

実証分析を展開することができたと理解することができ

よう(以下の⑤). 

 ③全体論的な視点

 機能主義的な分析視角と表裏一体の関係にあるのがホ

リスティックな視点である. つまり，コンティンジェン

シー理論は，組織には個人や集団のレベルには存在しな

い全体としての組織レベルに固有の法則が存在するとい

う視点を採用したのである1e. そこでは，組織のなかの

行為者の意思や目的は軽視された. 環境の不確実性の増

大につれて，組織の環境適応について現代的ニー・ズが高

まるなかで，コンティンジェンシー理論は，組織の本質

的な問題を人間関係論(human relations)に支配的で

あった個人や集団行動の分析に還元しないで，それらを

より根源で規定する組織構造や管理システムの環境適合

をとらえようとしたのである(以下の⑤). すなわち，コ

ンティンジェンシー理論は，組織をシステムとしてとら

え1η，組織と環境に焦点を当てた組織のマクロ的な研究

であるといえる. 

 ④静学的な比較分析

 コンティンジェンシー理論は，さまざまな条件下にあ

る組織の比較研究から，どのような環境ではどのような

組織編成が機能的かを経験的に研究したが，組織がいか

にして変わるかという問題には正面から取り組まなかっ

た. すなわち，客観的に存在する環境(外部)を前提と

し，その外的な諸撚と適合した最終的な組織構造と組織

過程を明らかにすることをめざしたのであって，組織の

変動はあくまでも諸力の変化に対応した受動的かつ副次

的なものと考えられたのである. したがって，コンティ

ンジェンシー理論は組織構造や機能の変化の比較静学で

あるといえ，この理論が環境決定論といわれるゆえんで

あろう. 

 ⑤中範囲の理論と実証主義

 コンティンジェンシv一・・理論は，壮大な一般理論ではな

く，経験的なテストが可能な中範囲理論(middle range

theory)Isを志向した. すなわち，中範囲の命題の蓄積

によってより豊かな理論が築けるという信念のもとに，

組織の経験的な研究を統計的・定量的分析によって積み

重ねていったのである. そのような経験的な研究にとっ

て格好の対象となったのが組織構造である. 公式的な分

業と権限配分のパターンとしての組織構造は測定が容易

であり，強力な測定手段が多くの研究者によって開発さ

れた. したがって，コンティンジェンシー理論の中心的

な研究のテーマが公式的な組織構造の環境適合という問

題に集中していったことを指摘できるのである10「. 

 コンティンジェンシー理論のこのような特徴は，理論

宇部工業高等専門学校研究報告 第43号 平成9年3月



106 松野 成悟

的な成果pmをもたらすとともに，その限界をも露呈する

に至る. すなわち，上述した特徴のなかにすでにいくつ

かの問題点が見いだされているように，コンティンジェ

ンシー・理論の深化・発展のなかから，徐々にこの理論が

前提とする外部としての環境，組織観などにかんする組

織研究上の基本的思考をめぐる問題性が提起されてきた

のである. 

・もちろん，それらのすべてが自省的な産物ではなく，

また，コンティンジェンシー理論はかなり早い時期から

厳しい批判にさらされていたとも考えられるが，おおよ

そ，ポスト・コンティンジェンシー・一■理論は，コンティン

ジェンシ■・・…理論を批判的に検討し，それのいわば超克を

めざすかたちで成立してきたと理解してよいだろう21). 

 よって，次節において，コンティンジェンシー理論の

問題点を深く考察し，その限界を明らかにしていき，さ

らに，ポスト・コンティンジェンシ・・…理論の内実を分析，

検討していくことにする. 

皿. ポスト・コンティンジェンシー理論

 コンティンジエンシー理論後の組織論研究の展開には，

二つの流れがあるといわれる. 一つは，ポスト・コンテ

ィンジェンシー理論と呼ばれる一連の研究であり，もう

一つは，組織文化あるいは企業文化についての研究であ

る2b. 加護野によれば，ポスト・コンティンジェンシー

理論とは，「コンティンジェンシー理論をもとにした研究

のなかから，コンティンジェンシー理論の限界に気づき，

その限界を克服するために提出された新しい理論であ

るjと定義され，それは「単一の理論体系あるいは学派

というよりは，雑多な理論の集合体である」というm. 

 ここでは''雑多な理論の集合体''という側面が強調さ

れているが，むしろ筆者が着目したいのは，それら諸理

論のなかに共通して見いだされ得るであろう特徴につい

てである24). 

 たとえば，ポスト・コンティンジェンシー理論の代表

的理論に注目すれば，ルース・カプリングGoose oou・

pling)概念を駆使し，環境創造の概念を中心に組織化過

程を説くワイク(KE. W臨k)の組織進化論劾や組織と

意思決定の曖昧性，無秩序性を強調するマーチ(」. G. 

Martih)，オルセン(」. POlsen)およびコー…一ヘン(MJ). 

C6hen)のゴミ箱モデル(garbage can modd)pmなど

の諸研究が，組織変動の内生プロセスに研究関心を移し

ているのは明らかであり，野中の企業(組織)進化論pm

も同様，いずれもが「ゆらぎ伍uctuation)」にその特徴

を代表させるプリゴジン(1. Prigogine)流の自己組織性

論pmに大きく影響されているといってよいだろう. 

 しかし，これらの諸研究を考究していく上でも，今し

ばらくコンティンジェンシー理論の問題性の仔細につい

て論じていかねばならない. ここでは，ネオ・コンティ

ンジェンシV-d・・セオリストと呼ばれる一群の研究者が提

示した諸命題を検討していくことにより，コンティンジ

ェンシー理論の問題点について，より鮮明なかたちで提

示し，分析していこう鋤. 

 その命題の第一は，戦略・組織構造・組織過程のあい

だには比較的安定した相互関係のパターンがあり，大部

分の組織はそのパターンを維持する方向で変化に適応す

るというものである. 

 これは組織の慣性力として，加護野によってポスト・

コンティンジェンシー理論の最大の発見(正確にいえば

再発見)と評される命題である鋤. マイルズ＝スノウ

(R. EMaes＆C. C. Snow)は，組織の変化にたいする適

応が戦略的問題解決，技術的問題解決，管理的問題解決

というサイクルを示し，有効な組織はこれらの問題解決

の活動のあいだに内的な整合性を生みだしていることを

企業組織や病院組織の研究から明らかにしている. 彼ら

によれば，整合性を持つ適応パターンは，防御網(de・

fender)，探検型(prostmr)，分析型(analyzer)，受

動型(reactOr)に分類されるが，それら適応パターンの

変更はめったに起こらないとされる31). さらに，チャイ

ルド(」. Ch1のは，組織構造と組織過程のあいだに適合

的な関係が一旦できあがってしまったときに，組織の慣

性力がもっとも大きくなることを明らかにしている3D. 

 第二は，類似の客観的環境のもとでも，適応パターン

の内部に整合性があれば，異なった適応パターンが同等

の有効性を発揮するという命題である. 

 マイルズ＝スノウは，同一産業で競争している企業間

にも異なった適応類型が見られ，それらはほぼ同等に有

効であったと指摘しているam. また，チャイルドも，北

米の航空会社比較分析から，高業績企業のあいだにも全

く異な？た組織特性がみられることを明らかにし，組織

の有効性の決定にとっては，客観的な環境との適合性よ

りも，組織特性間の内的整合性の方がより重要だと主張

しているCO. 要するに，環境と組織の関係は一対一の対

応ではなく，組織の構成要素間に適合性があれば，異な

る組織特性が同一環境下でも同程度の有効性を発揮し得

ると考えられるのである. 
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 第三は，組織と環境との関係は，環境が組織特性を決

定するという一方向の因果関係ではなく，相互依存的な

関係であるという命題である. 

 マイルズ＝スノウの適応サイクル・モデルは，組織の

適応プロセスが，組織による環境の選択をも含むサイク

ルをなすことを示している. また，ミラー(D. Miller)

は，適応シナリオ(サイクル)の個々の構成要素は相互

依存的であると主張しているem. すなわち，組織は単に

受動的に環境に適応するのではなく，戦略の策定，遂行

を通じて主体的に環境に適応していると理解することが

できるのである. この点をチャイルドは，組織が環境を

操作する可能性を環境戦略として考えるという方向の議

論をしている鋤. 

 さて，これらの諸命題は，コンティンジェンシー理論

が理想と考えた適合状態，整合状態が，現実の組織にと

ってはかならずしも望ましいものではないことを示して

いる. つまり，コンティンジェンシー理論の基本的な分

析視角にたいする挑戦であると考えられるのである. 

 以上を要するに，「組織(システム)一環境」図式で定

式化された従来の情報処理モデルにもとづいたコンティ

ンジェンシー理論は，環境が組織を制約する側面を過度

に重視しすぎたために，組織内部の(とりわけ，非公式

組織ないし行為者個々人を通じた)主体的な自己革新や

創造性といった新たな秩序生成の論理を充分に提供でき

なかったといえる. そしてこのような反省から，上述し

た諸命題をより積極的に展開するために，能動的で自己

決定的な組織化を重視する自己組織性論にもとづいた組

織進化論，そして組織認識論が提起されてきたと理解す

ることができよう. ポスト・コンティンジェンシー理論

は，新しい視点転換と概念構成による理論枠組みや組織

原理を提示していることを意味するのである. 

 ところで，自己組織性(self・organity)とは，今田に

よれば，「システムが環境との相互作用を営むなかで，み

ずからの手でみずからの構造をつくり変えていく性質を

総称する概念」であり，「理論的には外(環境)からの影

響がなくても，みずからを変化させうることが前提であ

るjとされる. つまり，「自己が自己のメカニズムに依拠

して自己を変化させることであり，だから，自己組織性

とは環境決定的でもなければ環境適応的でもなく，自己

決定的ないしは自己適応的」であり，またそれでいて，

「システムが環境と相互作用することを排除しない」とい

うのである30. 

 こop定義にしたがえば，自己組織化(曲㎎幽ng)

とは，組織(システム)みずからが，「ゆらぎ」を通じて

自己を変革したり創造したりする新しい秩序生成の過程

であると考えられよう. この自己組織化の概念は，環境

にたいする組織の主体性を強調し，組織変動のメカニズ

ムの解明をめざすポスト・コンティンジェンシー理論の

基本的な思考として特徴づけられると，筆者には思われ

る. そこで，自己組織化思考の観点から，野中の組織進

化論と加護野の組織認識論を中心に3S)，ポスト・コンテ

ィンジェンシー理論研究を考察していこう. 

 野中は，コンティンジェンシー理論の限界を踏まえて，

「組織は多様性を削減して均衡を達成するというよりも，

むしろ主体的に多様性を増幅させ，既存の思考・行動様

式を破壊し，新たな思考・行動様式を創造することによ

って進化するという考え方に転換する必要がある」3Mと

主張し，情報の創造を鍵とする自己組織化思考に着目し

ている. さらに，「カオスもしくはゆらぎの創造，解決す

べき矛盾を焦点化するゆらぎの増幅，その矛盾の解消へ

の動的協力現象，新たな秩序の形成と情報蓄積，という

プロセスを経過して，情報の創造を通じた自己組織化が

おこなわれる」40rと指摘し，組織進化論を展開したので

ある. 最近ではこの理論を「知識を創る」という視点か

ら，組織的知識創造理論として発展的に論じている41)，

 その理論のなかで野中は，西洋の認識論(ep減emolo・

gy)の歴史を丹念に再検討することによって，デカルト

的二元論caの解体，超越を試みている. つまり，直観，

信念，ものの見方，価値システムといった無形の要素を

含む個人的な知識をさす暗黙知(tadt㎞owledge)4ep

と，厳密なデータ，技術仕様，マニュアル等，形式言語

によって表すことのできる知識をさす形式知(exp】iCit

㎞owledge)とは互いに対立する概念ではなく，むしろ

相互に補完的であり，個人レベルで創られ蓄積される暗

黙知から集団そして組織レベルの形式知へのダイナミッ

クなスパイラルによる変換過程こそが組織的知識創造の

重要なプロセスeqであるとされるのである. 

 ただし，野中の理論においては，「ゆらぎ」が組織的知

識創造を促進する要件mの一つとしてとらえられている

が，今田の自己組織性の概念にしたがうかぎり，「ゆら

ぎ」はそれ自体で新たな秩序(構造)情報を担ったもの

と考えられることから，「ゆらぎ」それ自体が実は新たな

情報(知識)創造の試み(の結果)であるということは，

確認しておかねばならないだろうe. 

 一方，加護野は，組織変動の多様なバリエーションを

組織が知識を獲得する方法の多様性を反映したものとし
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てとらえ，どのようなバリエ・・一・・ションが起こるかは組織

が保有する知識の状態に依存すると主張している. すな

わち，組織の変動を，組織における知識の獲得・創造・

更新のプロセスという視点からとらえ，組織認識論を展

開したのである. 

 加護野によれば，組織認識論とは，「組織におけるひと

びとがいかにして知識を利用し，獲得するかという観点

から組織現象をとらえなおそうとする分析視角」4Dを持

つものである. つまり，組織認識論は組織のなかで行為

しているひとびとの認識過程に焦点を合わせ，行為者の

視点から組織現象を照射するアプローチであり，行為者

により解釈され共有される意味(知識)の形成と転換に

おいて組織現象を解明しようとするものといえる. これ

は行為者の意思とは独立した，あるいはそれを超越した

法則性を明らかにしょうとしたコンティンジェンシー理

論の反省に立つものと考えられよう. 

 また加護野は，「組織の知識獲得プロセスが創造的であ

ると呼ばれるためには，その産物が既存の知識に照らし

て新奇性と有用性を持つと同時に，それが既存の知識の

修正あるいは否定を迫るものでなければならない」⑧と

主張しているが，ここでの「知識」を「(構造)情報」に

置き換えれば，すなわち，加護野の理論も自己組織化思

考に立脚していると理解することが可能であろう働. 

 組織のなかの混乱，不均衡，曖昧性といった現象や組

織進化，組織革新といった組織変動のメカニズム，さら

には，組織における創造性，企業家精神といった問題も，

いずれも組織(というより，そのなかの行為者)の認識

過程に関係していることを鑑みれば，自己組織化思考に

もとづいた組織認識論は単に組織のある側面を分析し，

説明しようとする理論ではなく，より広い射程から組織

現象をとらえるための新しいパースペクティブを提供す

る理論であるといえる. 

 以上を要するに，組織あるいは組織現象の個々の側面

を強調し分析してきた従来の諸研究の，いわば''メタ理

論''ともいえる思考と分析視角を持つことから，組織認

識論が今日のポスト・コンティンジェンシー理論の諸研

究のなかにあって，中心的な関心を集めている注目すべ

き理論たり得ると筆者は考えるのである. 

IV. おわりに

 1970年代，コンティンジェンシー理論を実証主義的な

見地から精力的に推進した野中は，1980年代に入って情

報(知識)創造のマネジメントとして組織進化論を，同

様に加護野は，主に現象学的な視点(phenomenological

perspective)から組織認識論を唱えるようになった. 組

織論のように有為転変のサイクルの極度に短いことを特

徴とする研究分野では，新しいものの導入はきわめて活

発におこなわれるのが常であり，自然科学のアナロジー

としての自己組織性論も例外ではあり得ないのだろうと

筆者は考える. 

 この点を日置は，経営学を方法規定的な学問としてで

はなく，行政学や教育学と同様に対象規定的な科学とし

てとらえ，組織論研究の方法的な制約の少なさを指摘し

ている⑩. それならば，経営学・組織論研究においては，

他の学問領域において修得した方法を企業経営という社

会現象に適用し，それが有効な分析方法でありさえずれ

ば，社会理論としての資格が得られるといってよい. こ

れはつまり，方法的無節操がこの学問の性質上許される

ことを意味するものと理解できよう51). 

 その意味では，モーガンのいうように胸，組織のよう

な多重的で多面的な現象は，多くのさまざまな視角と背

景から研究されることがおそらく元来，そしてこれから

も避けられないことを認めねばなるまい. コンティンジ
          ひそみ
エンシー・セオリストの聾にならえば，''組織現象の理

解は，'組織の見方(組織観)に依存する''のであって，

今日の組織論をめぐる諸研究の百家争鳴的様相も決して

忌むべきカオス(混沌)としてとらえるべきではないの

かもしれない. 

 しかしながら，上述してきた分析からわかるように，

組織論研究は自己組織化思考にもとつく組織認識論を中

心的な議論として急転回を遂げようとしているように見

える⑬. そこにはどのような意義と可能性が見いだせる

のであろうか. 

 かつて，人間関係論は，公式組織にたいして組織の非

公式な側面の重要性を強調した. これは公式組織論の欠

落を衝くアンチテーゼとしては重要な指摘であっただろ

う. しかし，企業という組織が非公式組織だけで成り立

ち得るわけではない以上，非公式組織論は公式組織論の

貢献を承認してみずからの役目をそれを補うものとして

位置づけねばなるまい. 

 自己組織化思考にもとつく組織認識論研究は概念レベ

ルでの研究が先行し，調査研究による知見の蓄積が(そ

の方法論も含めて)やや遅れている感があろう. また，

経営学はすぐれて実践的な学問(あるいは政策科学とい

ってもよい)鋤であり，それは単に現実を説明するだけ
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ではなく，現実の経営の改善に資するものでなければな

らない. この点も充分に強調されてしかるべきであろう. 

 しかし，それらを含む意味でも，自己組織化思考にも

とづいた組織認識論は，コンティンジェンシー理論のよ

うに公式組織に焦点を当てて組織自体を分析単位とする

理論と，人間関係論のように非公式組織に焦点を当てて

組織構成員個人を分析単位とする理論とを統合する可能

性を秘めているといえなくはないだろうかpm. あるいは，

公式組織と非公式組織の二項対立(di6hotomy)を無効

にするといってもよい. 組織を情報の解釈システムとし

てとらえようとするワイクによれば，組織化(情報の多

義性縮減)過程を通じて形成されるイナクトされた環境

(enacted environment)こそが環境を意味するのであり，

そこでは，組織と環境の境界，あるいは対立はすべから

く相対化されるのである. 

 ただし本稿では，主としてコンティンジェンシー理論

からポスト・コンティンジェンシV一一一理論への移行過程に

焦点をおき論じてきたため，自己組織化思考にもとづい

た組織認識論を中心とするポスト・コンティンジェンシ

V一・・攪_の意義や有効性の検討が表面的考察に終始した感

は否めない. このことは，本稿を議論の出発点として，

ポスト・コンティンジェンシー理論の研究動向を見すえ

ながら，筆者の今後の課題としたい. 
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 YorkThe Free Press，1975，(浅沼万里・岩崎晃訳『市

 場と企業組織』日本評論枇1880. )

4)加護野忠男『組織認識論一企業における創造と革新の

 研究一』千倉書房，1988. は組織認識論の今日的必要性

 と意義を早くから指摘した点で，わが国での重要な文

 献の一つだろう. 

5)ローレンス＝ローシュ(P. R. lawrence＆J. W工ρr一

 ㏄h)によれば，「コンティンジェンシー理論とは，組

 織が異なる条件のもとでどのように機能するかを理解

 し，説明する意味で，条件づけられた研究であり，組

 織が異なる環境条件に効果的に対処するためにどのよ

 うな違いを持たなければならないかにもっと光を当て

 ようとする試みである」と定義される. (Lawrence，

 P. R.  and J. W. Lor8ch，0喀脇2伽and Environ・

 ment舳88加8㎜㎜諏施ηand lntegra tion，
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  Division of Research， Boston: Harvard Business

  Sdhoo1，1967. (吉田博訳『組織の条件適応理論』産業

  能率短期大学出版部，1977. ))

6)コンティンジェンシー理論の基本的な理論枠組み，お

  よびその系譜，発展については，野中郁次郎『組織と

  市場』千倉書房，1974. ，占部都美幸『組織のコンティ

  ンジェンシ■・一・・理論』白桃書房，1979. ，加護野忠男『経

  営組織の環境適応』白桃書房，1980、に詳しい. 

7) Trist，E. L. ，G. W. Higgin，H. Murray， and A. B. Pollo(St，

  02gnηiza伽ノChoieq London:Tavj8tod【hbliea・

  tion8， 1963. また， P㎎11，D. S. ， D. J. Hidkson，and C. R. 

  Hinin齢， writemg伽 0惣η珈～伽Eu曜6book8，1964. 

  (北野利信訳『組織とは何か一丁学説へのアプローチ』

  評論社，1974，pp. 63・70. を参照. 

8) Burns，T. and GMStalker，7he Adenagement of in-

  novationLondon: Tavigtock Publications， 1961，pp. 

  119-122. 

9)Wbodward，J. ，五7dα8励10門燈'theory and

  Rtaeti'ce， bondon' Oxford University Pregs，1ss5，p. 

  39，(矢島鈎次・中村壽雄訳『新しい企業組織』日本能

  率協会，1970，p. 47. )

10)Lawrenoe，P. R. and J. W. bomi op. 下り前掲訳書. 

11)このことは，サイバネティクスの最小有効多様性

  (reqUisite variety)の概念にかかわっていることを

  指摘できよう. (Asmby，W. R. ， An lntivduction to

  のみθmθ姻London:Chapman＆Ha皿，1956. )

12) Gaibraith，J. R. ，刀b蛎瞬Cbmplex Oltgnnimtionq

  Reading，Ma8s. :AddiSon・We81ey，1973. (梅津早良訳

  『横断組織の設計』ダイヤモンド社，1980. )

13)MarCh，J. G.  and H. A. Simo叫0㎎四川」砦b鵬New

 York:Jo㎞W皿ey＆Sons，1958. (土屋守章訳『オー

  ガニゼーションズ』ダイヤモンド社，1977. )

14)以下の諸点は，加護野，前掲書;pp. 21・23. を要約的かつ

  補足的に論述したものである. 

15)これは当時の社会学における機能主義と呼ばれる理論

  的な潮流の基本的な態度を反映していたと，加護野は

  指摘している.  (同書，pp. 4・5. )マ・・…一トン(R. KMer・

  ton)によれば，社会学的分析は行為や制度に付与され

  た主観的な意味(顕在機能)よりも，行為が持つ客観

  的な意味(潜在機能)に重点をおくべきであるとされ

  る. . (Merto叫R. K，Sbeial theory and SbU'al SbUo

  ture，(Rev. Ed. )， The Free Pres8，1957. (森東吾・森好

  夫・金沢実・中島龍太郎訳『社会理論と社会構造』み

  すず書房，1961. ))

16)コンティンジェンシー理論は，実際には組織のあらゆ

  るレベルで考えることができる. 個人レベルでは，た

  とえば，モチベーションのコンティンジェンシー理論，

  集団レベルでは，たとえば，リ・・一…ダーシップのコンテ

  ィンジェンシー理論などである. 事実，''コンティン

  ジェンシー''の用語は状況特性によってリーダーシッ

  プ・スタイルの有効性が異なることを発見したフィー

  ドラー(F. E. Eeciler)の研究(4 thenry of Leader一

  吻E eeeetiveness;New York:McGraw・】田11，1967. )

  に端を発する. 

17)一般システムの概念は，生物学者ベルタランフィ(L

  v㎝Be血㎞両)の『一般システム理論』に始まるが，

  組織をシステムとみなす考え方は，1960年半以降にジ

  ョンソン(RAJohnson)，カスト(F. E. Kast)，ロ

  ーゼンツワイグ(JE. Ro8enzweing)らによってシス

  テムズ・アプローチとして盛んに論じられるようにな

  つた. (Johnsop，R. A. ，F. E. Ka8㌧and J. E. Rosenzweig，

  715e 1乃鰐and Manage励ent助磁a田8 New
 Yerk:Mc(］raw・HilL 1963. )ここで，システムズ・ア

  プロV…一チとは， 「企業を含む組織体を，二つ以上の相

  互依存的な部分・構成要素，あるいは下位システムと

  して理解するだけでなく，明確ないくつかの境界

  amndarie8)によって外部環境から識別できる組織

  化された単一の全体であり，かつ，外部環境と多面的

  な相互作用関係で結ばれている開かれたシステム，す

  なわち，オープン・システム(qpen 8ystem)として

  とらえる」ものである. (権泰吉『アメリカ経営学の

  展開』白桃書房，1985，pp. 211・212. )

18) kuF. E.  and J. E. Rosenzweig， Chganitation and

  Mamagemeng3rd. od. New York:Mc(］lraw-Hill，1979，

 p. 97. 

19)情報処理モデルにもとつくガルブレイスの組織デザイ

  ン論は，組織が管理者である組織デザイナーによって

  上意下達的に設計される，という意味で，組織図上に

  描かれるような組織の公式的側面に関わるものであり，

  組織の非公式的側面を軽視しているといえる. (小木

  曽道夫「コンティンジェンシー理論の再検討一自己組

  織化モデルとの関連において一一j『組織科学』VoL24，

  No. 1，1990，pp. 71・81. )また，公式組織と非公式組織と

  の厳密な区別は困難ではあるが，バv一・・ナード(C. 1. 

  Bamald)の定義を参考にすれば，目標を実現するた

  めに合理的な目的＝手段関係にしたがって配置された
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  諸力の体系が公式組織であり，その周辺に自然発生的

  に生ずる，明確に意識された目的＝手段連鎖をともな

  わない相互関係の体系が非公式組織であるといえよう. 

  (Barnard，C. 1. ， The hretions of the Execative，

  Harvard University Pre88，1938，p73，pp. 114。115. (山

  本安次郎・田杉競・飯野春樹訳『新訳経営者の役割』

  ダイヤモンド社， 1968，p. 76，pp. 119・121. ))

20)たとえば，カスト＝ローゼンツワイグによれば，コン

  ティンジェンシー理論は，①特定の環境や技術のコン

  テクストのなかで適切な組織設計を開発しようとする

  管理者を助けることができ，②異なる状況のなかでの

  現実的な計画化と統制過程のための指針を提供するこ

  とができ，③適切なリーダーシップのスタイルを決定

  することを助けることができ，④組織の変革や改善の

  ためのもっとも適した手段を決定するのに役立つこと

  ができる，という. 要するに，コンティンジェンシー

  理論は，あらゆる組織の管理のための一般原則を提供

  できないけれども，組織診断や特定の状況における管

  理実践のための重要な指針を提供することができる，

  と評価している.  (Kast， F. E.  and J. E. Rosenzweig，

  op. eit. ，pp. 115・119. (ここでは，権泰吉，前掲書，p. 226. 

  より補足，引用した. ))

21)二本によれば，わが国のコンティンジェンシー理論研

  究は，上記註6の成果をへて，加護野忠男・野中郁次

  郎・榊原清則・奥村昭博『日米企業の経営比較一戦略

  的環境適応の理論一』日本経済新聞社，1983. の結実を

  もって，おおよそ終焉したといえる，という.  (二本

  佳和「組織統合の視点とオートポイエーシス」 『組織

  科学』Vol. 29，No. 4，1996，p. 60. )

22)加護野前掲書，p. 23. なお，後者の組織文化論とは，組

  織構成員によって内面化され共有化された価値，規範，

  信念などを主要な議論の対象とする研究をさす. たと

  えば，DeaLT. E.  and A. A. Kennedy， Cbiporate(M・

  ttues Addison・We81ey，1982. (城山三郎訳『シンポ

  リック・マネジャー』新潮社，1983. )，翫hein， E. H. ，

  Chganizational Culture and Leadershii，San

  Fran(riseo:Jos8ey・Ba88，1985. (稲葉元吉訳『新しい

  人間関係と問題解決』産業能率大学出版部，1993. )を

  参照. また，組織文化論とポスト・コンティンジェン

  シー理論とを厳密に区別することは困難であると筆者

  は考える. 

23)同書，p。23. 

24)この点を南は，バーナード的視点からポスト・コンテ

  インジェンシー一・・理論の意義と問題性について論及して

  いる.  (南龍久「現代企業の経営組織」『現代経営学

  の基本問題』白桃書房，1992，pp. 101・122. ，「ポスト・

  コンティンジェンシー理論とバーナード」『愛知経営

  論集』No. 133， 1995. 1｝p. 1・69. )

25) Weiek，K. E. ，The Sbeiel Psyehology of Organim'ng，

  Addison・We81ey， 1969. (金児二二訳『組織化の心理

  学』誠信書房，1980. )

26) CoheuM. D. ，J. G. March，and J. P. Olserx ''A Garl)age

  Can MOdel of Organizational Choioe，''∠4ご加加b加・

  tive SZrience (？uarterly， Vol. 17， No. 1，1972，pp. 1-25. ，

  CohenM. D.  and 」. G. Mamb Leadershii and Am-

  bigut'ty， McGraw-Hill， 1974. ， MambJ. G.  and J. P. 

  Olsen， Ambigut'ty and Choice in 6iganizations，

  Univergitestforlaget，1976. (抄訳として，遠田雄志・

  アリソン・Zング訳『組織におけるあいまいさと決定』

  有斐閣，1986. )

27)野中郁次郎『企業進化論一情報創造のマネジメント』

  日本経済新聞社，1985. また，註41を参照. 

28)プリゴジンらの散逸構造理論では，熱力学系にかんし

  てではあるが， 「ゆらぎ」による均衡からの乖離がシ

  ステムの運動を発散させて解体させるのではなく，む

  しろ積極的に新たな構造をつくりあげる(秩序化の作

  用を果たす)契機として理解されている，(Nicolis， G. 

  and 1. Prigogine， Self-Organization in Nonequilib・

  rium Systems: From issipative Structures to

  Order thnugh Fluctuations， John Wiley ＆ Sons，

  1977. (小畠陽之助・相沢洋二訳『散逸構造一自己秩序

  形成の物理学的基礎一』岩波書店，198ω)

29)以下の諸命題は，加護野忠男「経営組織論の新展開」

  『国民経済雑誌』Vol. 143，No. 4，1981，pp. 92-113. を要約

  的かつ補足的に論述したものである. なお，マイルズ

  ＝＝スノウはみずからの戦略的決定論を「ネオ・コンテ

  ィンジェンシー理論」と名づけた(Miles，R. E. and C. 

  C. Snow， th ganizational Strategy， Structure， and

  bUssNew York:MeG raw・HM，1978. (土屋守章・内

  二三・中野工訳誌略型経営』ダイヤモンド社，1983，

  pp. 247・251. ))が，従来のコンティンジェンシー理論

  にたいして批判的な議論を展開していることからポス

  ト・コンティンジェンシー理論の先駆的な研究と考え

  られるので，ここでは，大きくポスト・コンティンジ

  ェンシー理論の枠組みのなかでとらえていきたい. 

30)加護野，前掲書，p. 24. 
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31)Mile8，R. E''u d C. CSnow， op. 醜，前掲訳書. 

32)Child，」. ，0吻伽伽Londo亟:H:arper＆Row，

  1977. (ここでは，加護野，前掲書，p. 24. より引用した. )

33)Miles，R. E. ，and C. C. Snovv， op. d馨り前掲訳書. 

34)Child，J. ，oρ，cr't，(ここでは，加護野，前掲論文，p. 96. より

  引用した. )

35) Miller，D. ，''Toward a New Contingeng Approach:

  'The Seamh for Gegtalts in Organizations，'' Work-

  ing Paper，McGM University，1979. 

36) Child，J，， ''Organizational Strueture， Environment

  and Perfomiance，''、鋤畑Vo1. 6，1972，pp. 1・22. 

37)今田高俊「自己組織性と進化」『組織科学』Vol. 21，

  No. 4，1988，pp. 2・11. また，『自己組織隅一社会理論の復

  活一』四文社，1986. ，『モダンの脱構築一産業社会の

  ゆくえ』中公新書，1987。を参照. 

38)両者の理論の比較，吟味は，松田潤治「知識創造の経

  三論の吟味」. 『経営学研究論集』Vol. 17，1991，pp. 1・26. 

  に詳しい. 

39)野中，前掲書，pp. 123-124. 

40)野中郁次郎「組織秩序の解体と創造一自己組織かパラ

  ダイムの提言」『組織科学』Vol. 20， No. 1，1986，pp. 

  32-44. 

41)野中郁次郎『知識創造の経営一日本企業のエピステモ

  ロジー』 日本経済新聞社，1990. ，Nonaka，1.  apd H. 

  Takewh 71he Khowleuige・(］naating eomnv Horv

  Japanese eompanies Cbeate必θ伽8加蜘〔ガ1h・

  novatio4 New York:Oxford UniverBity PreBs，1995. 

  (梅本勝博訳『知識創造企業』東洋経済新報社，1996. )

42)これは今田のいう「モダンの発想」である. つまり，

  主体と客体の二項対立にもとづいた認識法をさす。こ

  の二項対立は，主体の客体にたいする認識的優位(暴

  力的な位階序列)にかかわっているとされる. (今田，

  『モダンの脱構築』，p. 15. )

43) PolanygM. ，7he Taclt th'mensionimdon:Routledge

  ＆Kegan PaU 1，1966. (佐藤敬三訳稲黙知の次元一

  言語から非言語へ一』紀伊國屋書店，1980. )なお，今

  田は，知識を暗黙知と言説知(言語表現の可能な知識)

  とに区別している.  (今田，『自己組織性』，pp. 230・

  238. )

44)さらに正確にいえば言葉にし難い個々人の暗黙知(思

  い)から共感を通じて共通の暗黙知を創造する「共同

  化(soCialization)j，暗黙知から明示的な言葉や図

  で表現された＝ンセプトを創造する 「表出化(exter一

  nalization)」，既存のあるいば新しい明示的な複数の

  コンセプトを組み合わせて体系的な形式知を構築する

  「連結化(combination)」，形式知を体験学習によ

  って身につけ暗黙知に変える 「内面化(internaliZati・

  on)」の四つの知識変換モードをめぐるプロセスであ

  る.  (Nαmaka，1. and H. TalreuChri， opcit''前掲訳書，PP. 

  91-109. )

45)①組織の意図，②個人とグループの自律性，③ゆらぎ/

  創造的カオス，④情報の冗長性，⑤最小有効多様性が，

  組織的知識創造の五つの促進要件とされる.  (thld・，

  前掲訳書，pp. 109・124. )

46)今田，前掲論文，pp. 6・7. を参照. 

47)加護野，前掲書，p. 13. 傍点は筆者による. 

48)加護野忠男r創造的組織の条件」『組織科学』Vol. 19，

  No.  1， 1985. 

49)今田，前掲論文，p. 7. を参照. 

50)同町弘一郎「経営学におけるポストモダーン(1)L

  自己組織性・ホロン・contingenCies 一一」『経済学研究』

  Vol. 53， Nos.  1-2， 198 7，pp .  177一 196 . 

51)しかし，このことは，逆に言えば，経営学が学問的信

  条(db⑪㎞e)の樫橋から解きはなたれた，知の軽や

  かな飛翔が保証される数少ない研究のフィールドであ

  り，知的作業のフィールドとしてかなり魅力的である

  ことを意味している，と日置はむしろ肯定的にとらえ

  ようとしている. (同論文，p. 182. )

52) MorgaqG. ，lmages of' nleganitatabn Beverly Hills:

  Sage Pul)lioati(ms，1986. 

53)これを，組織論研究における''パラダイム転換''と形

  容することもできよう. しかし，ターンによれば，パ

  ラダイムとは，ある集団の成員によって共通して持た

  れる信念，価値，テクニックなどの全体的構成のこと

  であり，また，ある期間を通して科学研究者の集団に

  問題や解法のモデルを提供する普遍的に認められた科

  学的成果(adhievement)とされる. (Ku㎞，T. S. 71he

  Structure of＆t'enthc Revalutions， Chicago: The

  university of chicago Press，1962. (中山茂訳『科学

  革命の構造』みすず書房，1971. ))このパラダイム概

  念の持つ多義性，曖昧性にたいするその後の批判の経

  緯をみても，われわれはパラダイムという術語をもう

  少し慎重に用いるべきであろう. 

54)日置，前掲論文，p. 182. 

55)小木曽，前掲論文，p. 80. を参照. 

               (平成8年9月24日受理)
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